
- 77 -

●研究動向・成果

超大型コンテナ船対応の

港湾施設の海外事例分析
港湾研究部 港湾新技術研究官 小泉哲也

港湾システム研究室 室長渡部富博 研究員鈴木恒平

（キーワード） 国際海上コンテナターミナル，係留施設，技術基準

１．はじめに

世界では100,000DWT級を超える超大型コンテナ

船の就航が進み、対応する超大型のコンテナター

ミナルの整備が進められている。我が国において

も、このようなコンテナ船の大型化に対応した港

湾整備を行う必要があるが、現行の日本の港湾の

技術基準ではその対応が十分とは言えない。そこ

で、対象船舶の大型化の動向、ターミナルにおけ

るコンテナ貨物の荷役の動向等を適切に考慮した

国際海上コンテナターミナルの設計条件を検討す

るために、収集分析した海外の事例を以下に示す。

２．岸壁の仕様

１）水深

世界のコンテナ取扱量上位100港のうち水深

16mを超える大型岸壁の建設は、図１に示すとお

り既に２０の港湾において実施されている。大型

化の傾向は、特に長距離基幹航路が寄港する欧州

やアジアの主要港、トランシップ港において顕著

である。
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図１ 大型コンテナターミナルの水深

同じ満載喫水16mのコンテナ船を設計対象船舶

としているゼーブルージュ港APMターミナルは、

岸壁前面水深が18m（完成断面）であるのに対し、

アントワープ港ゲートウェイ・ドゥルガンクドッ

クターミナルは、岸壁前面水深が17mである。我

が国では、余裕水深は満載喫水の一割程度として

おり、両港の設計の中間的な値を与える。水深の

僅かな変化が工費に大きな影響を及ぼすため、ア

ントワープ港のように完全な陸上工事で断面を構

築し、海底部を舗装工事により堅固に仕上げるよ

うな場合には、設計水深と計画水深は同一と見な

しても問題がないと考えられる（図２）。

また、ロッテルダム港のように暫定水深で供用

を開始し適切な段階で最終断面にする手法がある。

２）延長

超大型船対応岸壁の延長は400m以上必要とな

るが、連続バースとして船席を固定せずに一体的

に運用することが一般的であり、単独バースを基

本とする日本の基準への対応が求められる。

３）本体構造

岸壁の構造として、わが国と同様に重力式ある

いは桟橋式が採用されている。主構造材料として

は、鉄筋コンクリートが用いられることが多い。

アントワープ港では、ドライ施工による大型L型

擁壁が採用されている。砂地盤にウエルポイント

をかけ、-21mの深さまで掘削の後、場所打ちで擁

壁を築造し、工費の縮減を図っている（図２）。

図２ アントワープ港の岸壁のドライ施工

３．おわりに

得られた結果を踏まえ、港湾の技術基準におけ

る超大型コンテナ船への対応を図っていきたい。
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APEC版貿易・物流予測システムの構築 
 

 

港湾研究部 主任研究官 柴崎 隆一 

（キーワード） 貿易予測、国際物流モデル、APEC  

 

１．研究の概要 

筆者らはこれまでに、将来の社会経済に関する

変数や国際経済・交通政策を入力し、将来の世界

各国の国際貿易額や貨物流動量を予測する「貿

易・物流予測システム」を構築してきた。昨年、

本システムを拡張・修正したAPEC（アジア太平洋

経済協力）版モデルを構築し、APECの運輸WG海事

専門家会合（TPTWG-MEG）にて間もなく承認を受け

る予定となっている。本稿はその概要を紹介する。 

 

２．モデル  

 システムの全体像を図１に示す、システムは、

大きく分けて貿易予測モデルと貨物流動モデル

（国際物流モデル）の２つから成る。貿易モデル

では、人口・資本などの社会経済変数や関税率な

どの国際経済・貿易に関する政策の将来値を、筆

者ら独自の調査に基づくシナリオ別に入力し、

GTAP（世界貿易分析プロジェクト）モデルにより

参加各国・地域の品目別将来貿易額を推計する。

国際物流モデルでは、上記で得た各国将来貿易額

を、貿易統計データベース等を用いて、国より細

かいゾーン別の貨物輸送需要に変換した後、筆者

らが独自に構築した海上・陸上輸送ネットワーク

を同時に考慮可能なマルチモードの均衡配分モデ

ルを用いて、将来の国際交通インフラ政策下にお

ける各輸送機関の貨物輸送量を求めるものである。 

  

３．推計結果の例 

推計結果の一例として、APEC参加21カ国・地域

（具体名は紙面の都合上省略）におけるシナリオ

別の貿易額予測結果を図２に、このうち2015年ミ

ドルケースの貿易予測額に基づく国際物流モデル

の配分結果（主要港のコンテナ取扱量、トランシ

ップ含む、空コンテナは除く）を図３に示す。 

なお、最終報告書においては、このような将来

予測結果だけでなく、今後の域内港湾投資の有無

による将来コンテナ取扱量の変化や、マラッカ海

峡封鎖時の迂回による影響シミュレーションなど

の結果も示している。 

 

1. 貿易予測モデル

社会経済動向に関する将来シナリオ

1) 貿易・国際経済政策

リンク別貨物フロー・港湾取扱量等

2) 国際交通政策
（港湾投資など）

貨物単価，地域別経済指標等

入力

輸送費用

将来貿易額

出力

2. 貨物流動モデル
（国際物流モデル）

ゾーン間国際貨物輸送需要（OD貨物量）
入力

 
図１ 貿易・物流予測システムの全体構成 
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図２ シナリオ別将来貿易予測結果   図３ 2015年ミドルケースにおける主要港の港湾取扱量予測値 

成長力・国際競争力の強化

研
究
動
向
・
成
果

●研究動向・成果




